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Ⅰ．はじめに 

 

 原子力発電施設に対する検査の在り方に関して、総合資源エネルギー調査会

原子力安全・保安部会「検査の在り方に関する検討会」は、平成１４年６月に、

検査制度の基本的な考え方として以下のように述べています。 

 

・「あらかじめ決められた施設の健全性を、あらかじめ決められたとおりに

確認することを中心とする検査」から、「施設の健全性だけでなく、施設の

設置のプロセスや事業者の保安活動全般を、抜き打ち的手法も活用し確認

する検査」に重点を置くこと。 

・施設の設置のプロセスや事業者の保安活動全般に検査が入る可能性をもた

せることで、もっとも身近に潜在的リスクを察知し、管理し得る立場にあ

る事業者の改善努力を引き出し、全体としての安全確保の実効性を高めよ

うとすること。 

 

 この考え方に沿って、平成１５年１０月に現行の検査制度を導入し、その後、

２年強の期間をかけてその定着を図ってきました。 

一方、この間に、関西電力㈱美浜発電所３号機（以下「美浜３号機」といい

ます。）における二次系配管の破損により１１名もの方が死傷する事故が発生し、

二度とこのようなことを引き起こさないように対応していくことが求められて

います。また、原子力発電所について、今から３年後には、運転開始後３０年

を超えるプラントが２０基に達する見込みであり、高経年化対策を充実する必

要性が高まっています。 

もとより、原子力の安全については、事業者による安全性の確保がより一層

向上するようにするため、安全規制について、科学的・合理的判断の原則に立

ち、その実効性、効率性について不断に検証を行い、常に改善・充実に努めて

いくことが重要です。 

原子力安全・保安院（以下「保安院」といいます。）は、上記の状況を踏まえ、

原子力安全規制の根幹である検査制度について、より充実・強化する必要があ

ると認識しています。また、原子力政策大綱（平成１７年１０月閣議決定）、原

子力安全条約に基づく締約国検討会合（平成１７年４月）等において、検査制

度の有効性について検証する必要があるとの指摘を受けているところでもあり

ます。 

 こうしたことから、保安院は、平成１７年１１月に、「検査の在り方に関する

検討会」を再開し、今後の検査制度の在り方についての検討を実施してきまし
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た。 

本報告書は、同検討会での検討を踏まえ、保安院として、原子力発電施設に

対する検査制度の課題と今後の改善の方向性をとりまとめたものです。 

 

 なお、以下の本文において、「保全活動」、「保守管理活動」、「保安活動」とい

う用語が出てきますが、これらの用語の意味は、次のとおりです。 

 

・ 「保全活動」とは、「点検・試験、補修、取替・改造の対象範囲を定め、

その計画を策定し、これを実施し、その結果を確認・評価し、必要に

応じて是正処置を講じる活動」のことをいいます。 

・ 「保守管理活動」とは、「保全及びこれを実施するために必要な体制・

教育等の保守管理を行う活動」のことをいいます。 

・ 「保安活動」とは、「保守管理を始め、運転管理、燃料管理、防災管理、

放射性廃棄物管理、放射線管理などを含めた原子力発電施設の安全確

保のために行うすべての活動」のことをいいます。 

 
 

Ⅱ．現行の検査制度の概要（参考資料ｐ３～ｐ６参照） 

 

（１）平成１５年１０月の制度改正により、現行の検査制度の基本が構成され

ています。 

この現行の検査制度の特徴は、保守管理を含めた事業者による保安活動を

品質保証の実施として位置づけ、国等の規制当局が保安検査、定期検査及び

定期安全管理審査により、その実施状況及び実施体制について検査するとい

う体系にあります。 

具体的には、次のとおりです。 

 

①保安検査 

事業者の保安活動について、品質保証計画を策定し、実施し、継続的に評

価と改善を行うことを求めるとともに、このような品質保証について保安規

定に定めることを求めています。これにより、施設・設備の点検方法等を定

める保守管理、運転中の制限事項等を定める運転管理を中心に、燃料管理、

放射性廃棄物管理、放射線管理、緊急時の措置など、原子力発電施設の安全

確保のために事業者が行う保安活動が網羅的に品質保証の実施として位置

づけられることになりました。そして、国は、このような保安規定の遵守状
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況を検査する保安検査の中で、品質保証計画の適切性、実施・評価・改善活

動の実施状況等を確認しています。 

 

②定期検査、定期安全管理審査 

事業者は、原子力発電施設及び設備の技術基準適合性を、定期事業者検査

として定期的に確認することを求められています。独立行政法人原子力安全

基盤機構（以下「ＪＮＥＳ」といいます。）は、この定期事業者検査の実施

体制について、定期安全管理審査として、実施組織、検査方法、工程管理、

記録管理、協力会社の管理及び教育訓練の適切性の観点から、文書確認と立

会いにより審査しています。審査に当たっては、「原子力発電所における安

全のための品質保証規程（JEAC4111-2003）」（以下、「品質保証規格」といい

ます。）を審査基準に用いています。そして、国は、ＪＮＥＳの審査結果を

踏まえて事業者の実施体制を評定し、公表することにより、事業者による保

全活動の改善を促しています。 

 また、国は、定期検査として、原子力発電施設の安全確保上特に重要な施

設及び設備を定期に検査しています。具体的には、定期事業者検査に立ち会

うか又はその記録を確認するかの方法により、定期事業者検査のプロセスに

着目し、品質保証規格を活用しながら、検査要領、検査要員や結果判定の適

切性などについて確認しています。 

 

（２）また、平成１５年１０月の制度改正では、保安活動の実施状況と保安活

動への最新の技術的知見の反映状況を事業者が１０年毎に評価するいわゆ

る定期安全レビューを事業者に義務づけました。同時に、高経年化対策とし

て、運転開始後３０年を経過する前に経年変化に関する技術的評価の実施と、

この評価に基づく１０年間の長期保全計画の策定等を義務づけています。 

この定期安全レビューの結果を保安活動に適切に反映して実施しているか

どうかについては、国は、保安検査により確認しています。また、長期保全

計画の実施状況については、保安検査、定期検査及び定期安全管理審査によ

り確認しています。 

なお、高経年化対策については、従来、事業者による自主的な取組みとし

てプラント毎の技術的評価及び長期保全計画の策定等を求めていました。平

成１５年１０月の関係省令の改正により、これを事業者の法令上の義務とし、

更に、 平成１８年１月からは、その結果の国への報告を義務づけ、国は、

この評価の妥当性の確認を行うなどの制度を導入したところです。 
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Ⅲ．現行の検査制度の課題（参考資料ｐ６、ｐ７参照） 

 

 上記Ⅱ．の検査制度については、これまでの２年強の経験の積重ねの結果、

現在においてはかなりの定着をみています。しかし、検査制度の実施状況や、

現行の検査制度の導入後に発生した美浜３号機の二次系配管破損事故の原因分

析、更には長期間運転するプラントの増加が見込まれる中で高経年化対策を一

層充実していくことの必要性の高まりなどを踏まえて現行の検査制度を検証し

たところ、次のような課題があり、これらの改善に早急に取り組んでいくこと

が必要であるとの認識に至りました。 

 

１．プラント毎の保全活動の充実 
 

 長期間運転するプラントの運転を安全に継続することが可能となる前提は、

適切な点検、補修、取替等の保守管理がなされることにあります。運転開始後

３０年を経過するときに本格的に行う高経年化対策を更に充実するためには、

次のとおり、その時期に達するよりも前の段階から、高経年化対策に連動する

ものとして、日常的な保全活動を充実していくことが必要と考えられます。 

まず、高経年化対策では、事業者に対し、プラント毎に評価することを義務

づけ、国がその妥当性を確認していますが、定期事業者検査及び定期検査では、

全てのプラントに対しほぼ一律に検査を行っているため、個々のプラント毎の

特性に応じたきめ細かい検査を実施することが困難な状況にあります。運転年

数、プラントの設計、事故・トラブル等の運転履歴、協力会社を含めた管理体

制など、プラント毎に設備や運転の状況は異なっています。プラントの保全活

動に万全を期すためには、高経年化対策を講じることを義務づける前の段階か

ら、事業者にプラント毎の状況を適切に把握することを求めた上で、これを踏

まえた保全活動を行うことを求めることがより望ましいと考えられます。 

 また、高経年化対策を充実するためには、高経年化に伴う劣化事象の管理を

適切に行うことが必要です。機器・系統の使用中の状態を監視しながら、科学

的知見を踏まえて劣化の進展状況を把握し、寿命の予測等を行い、適切な時期

に点検、補修等を行ういわゆる状態監視保全を始めとして、運転中を含めた新

しい監視・評価技術の導入が有効であると考えられます。このためには、プラ

ント毎に、機器・系統の劣化状況を継続的又は一定の期間毎に監視し、劣化傾

向の評価を行うことが必要となります。 

 このようなことから、事業者に対し、高経年化対策を講じることを義務づけ

る前の段階から、日常的に、プラント毎の特性を踏まえた保全活動を充実する
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ことを求めるための検査制度の導入が課題となっています。 

 

２．保安活動における安全確保の一層の徹底（参考資料ｐ８、ｐ９参照） 
 

事業者に対しプラント毎の特性を踏まえた保全活動を充実するように求める

ことは、同時に、運転中と停止中を通し、より適切な時期に保全活動を実施す

ることを求めることになります。 

プラントの保全活動は、定期事業者検査のために原子炉を停止している期間

中にのみ実施されるものではありません。日常の巡視点検、機器の状態監視や

安全上重要な機器の定例試験等は運転中に行われます。更には、異常が発見さ

れたときに、一定の条件下で運転を継続したまま点検、補修等を行うなど、保

全活動は、運転中か停止中かにかかわらず継続的に実施されているものです。 

このように、定期事業者検査及び定期検査の期間とは別の期間において、事

業者による安全確保上重要な保全に係る行為が行われている場合には、むしろ、

これらの行為が行われている時点で国が検査を行い、保全活動の適切性を確認

することが必要であると考えられます。 

更に、同様のことは、保全以外の保安活動についても当てはまります。 

現状、保安検査は年に４回、一回３週間程度の期間で行っているため、原子

炉起動操作や非常用電源の定例試験、事故・トラブルが発生した場合の事業者

の措置などは、保安検査の期間中に実施されるとは限りません。平成１５年１

０月の制度改正以降の保安検査において、事業者の保安活動に重大な不適合（品

質保証上の要求事項に適合しない状態をいいます。）があり、直ちに改善を指示

した事項では、運転管理に係るものが全体の７割を占めていることからも、運

転管理は保守管理と並んで重要な保安活動であるということができます。また、

現在、保安検査官は、保安検査の期間でないときは、事業者の任意の協力を得

て保安調査を実施していますが、この保安調査の際に確認された比較的軽微な

不適合については、その後の保安検査において、対応を再確認をしている事例

も少なからずあります。このようなことを考慮すれば、むしろ、これらの安全

確保上重要な保安に係る行為が行われている時点での国の監視を強めることが

必要です。具体的には、運転中であっても、立会い等により検査を行い、保安

活動の適切性を確認することによって、早期に不適合を是正したり、事故・ト

ラブル発生時の対応を強化することを求める必要があると考えられます。 

このようなことから、運転中か停止中かを問わず、事業者における安全確保

を一層徹底させるための検査制度の導入が課題となっています。 
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３．事業者による不適合是正の徹底（参考資料ｐ１０～ｐ１２参照） 
 

我が国の原子力発電施設の安全水準は、臨界後7,000時間の運転時間当たりの

自動スクラム率や安全系の利用不能率などについての諸外国との比較からみれ

ば、比較的優れた水準で推移していることが示されています。また、我が国の

原子力発電施設におけるトラブル件数を一プラント当たりでみると、この２５

年間で一貫して減少傾向にあります。しかし、人的過誤に起因する事故・トラ

ブル件数の全件数に占める割合は、減少傾向にはありません。人的過誤の中に

は、組織要因あるいは安全文化・組織風土の劣化を背景としているものがみら

れます。 

実際に、保安検査及び定期安全管理審査で指摘した結果をみると、マニュア

ル上の欠落、設備の故障、作業員の不注意といった表面的、すなわち、顕在化

した事象の指摘にとどまり、事業者による組織要因を中心とする根本的な原因

（以下「根本原因」といいます。）を分析する活動は十分には行われていません

でした。 

また、1990年代後半以降、組織要因あるいは安全文化・組織風土の劣化によ

り発生した事故・トラブルが顕在化してきています。美浜３号機二次系配管破

損事故の背景には、事業者の安全文化の綻びがあったことが指摘されています。 

原子力発電施設の安全確保水準を更に高めていくには、このような要因によ

る不適合の是正を徹底していくことが課題となっています。 

このほか、国際的に導入が進んでいるプラントの安全実績（パフォーマンス）

を表す指標の活用等について検討を行うことも課題となっています。 

 

Ⅳ．今後の検査制度の改善の方向性 

  

前述したプラント毎の保全活動の充実、保安活動における安全確保の一層の

徹底及び事業者による不適合の是正の徹底という３つの課題の解決に取り組ん

でいくためには、検査制度を以下のように改善することが必要であると考えら

れます。 

 

１．「保全プログラム」に基づく保全活動に対する検査制度の導入 
 
（１）「保全プログラム」の充実（参考資料ｐ１３～ｐ１６参照） 

 

 6



上記Ⅲ．１．に述べたとおり、事業者に対しプラント毎の特性を踏まえた保

全活動を充実することを求める検査制度の導入が課題となっています。 

このためには、まず、品質保証計画の一環として位置づけられ、事業者の行

う保全活動全体を対象として、保全活動の実施体制、保全の対象となる機器・

構築物の範囲、保全活動の実施計画を具体的に記載したプログラム（以下「保

全プログラム」といいます。）の的確な策定が重要な課題となります。 

現行の保安規定に含まれる保守管理に関する規定は、保全活動を実施する事

業者の組織や体制の記載にとどまっています。このため、事業者に対し、より

充実した「保全プログラム」を策定することを求めることが必要となります。

具体的には、「保全プログラム」の記載に当たっては、機器・系統毎に、設備の

技術基準等を踏まえた適切な管理指標を定め、これを維持するための点検方法

や点検頻度などについて、科学的な知見を基に選択することが求められます。

更に、「保全プログラム」には、機器の劣化や故障パターンの分析に基づいて、

機器、系統ごとにあらかじめ定められた時間計画に従って点検、補修等を行う

いわゆる時間計画保全の考え方に基づく事業者による定期的な検査に加えて、

状態監視保全や定例試験など運転中に行う保全活動も併せて記載する必要があ

ります。 

また、「保全プログラム」は、高経年化技術評価及び定期安全レビューと連

動したものとすることが必要であり、「保全プログラム」の記載事項を含め、

このために必要な検討をしていくことが求められます。 

 

（２）技術的な指針等の整備（参考資料ｐ１７～ｐ２０参照） 

 

 現段階では、機器・系統毎の点検方法、頻度等を選定することやこれらを変

更することに対する技術的な指針等が整備されていないことから、上記（１）

を実現するためには、今後、早急に、学協会を中心に、「保全プログラム」の充

実に向けた規格・基準、技術的な指針の整備を進めることが求められます。 

 なお、このような整備に当たっては、軽微な劣化事象の発生・進展について

も、その状況を十分に把握すること、とりわけ点検前の劣化に係るデータを十

分に収集することによって、劣化傾向の分析・評価手法を向上させていくこと

が求められます。 

 また、状態監視保全については、欧米の事例なども検討し、振動診断、油分

析等の状態監視技術を適用していくための技術的な指針を整備することが必要

です。 

 

（３）「保全プログラム」に対する事前確認（参考資料ｐ２１～ｐ２３参照） 

 7



 

 次に、より充実した「保全プログラム」は、それが現在の保安規定の記載事

項と同等の重要性を持つものを含んでいることから、その妥当性を国があらか

じめ確認する制度を導入することが必要になります。 

 「保全プログラム」は、重要な機器・構築物の管理指標など、保全活動の枠

組みを示し、必ずしも頻繁に見直されることのない基本的事項と、点検周期毎

に見直される点検計画や補修・取替・改造に係る計画といった具体的な活動の

計画（以下では、これらを一括して「保全計画」といいます。）によって構成さ

れます。このため、「保全プログラム」の事前確認は、こうした基本的事項と保

全計画の区別に基づいて実施されることが適当です。 

 

①基本的事項の事前確認 

 基本的事項としては、対象機器の範囲、機器・系統毎の管理指標、点検方法・

頻度等、点検結果の確認・評価方法、是正処置の方法、データ取得・評価の方

法、記録保存の方法等が該当します。国としては、これらの事項を特定すると

ともに、その具体的な記載についての要求事項を明確にする必要があります。

そして、事業者からの申請に基づき、国は、保安規定の認可と同様の方法によ

り、このような基本的事項について審査し、確認することになります。 

 更に、高経年化対策を講じる時点及び定期安全レビューを行う時点において

は、基本的事項が見直される機会となることから、国による確認がなされるよ

うに措置することが適当です。 

 

なお、機器の分解点検など、点検の内容によっては、原子炉を停止すること

が必要となります。原子炉の起動から停止までの期間（以下「原子炉停止間隔」

といいます。）については、事業者が策定する「保全プログラム」の基本的事

項において定められることが適当です。すなわち、各プラントの機器・系統の

それぞれの点検方法や頻度は、従来の時間計画保全に加えて状態監視保全を考

慮した上で、「保全プログラム」の中に定められることになります。これを踏

まえて、原子炉停止毎に点検を行う必要のある原子炉格納容器等の機器・系統

の最短の点検間隔により原子炉停止間隔が定められ、「保全プログラム」の基

本的事項の中に定められることとなります。 

 こうした機器・系統毎の点検間隔の見直しに際し、その妥当性を評価する基

準の策定に当たっては、事業者に対し、点検前データの取得・評価の方法など

を含めた厳格な技術評価を求めることが必要です。また、事業者が現行の原子

炉停止間隔を変更しようとする場合には、間隔を段階的に変更していくなど、

慎重な取組みを求めることが必要です。 
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②「保全計画」の事前確認 

 次に、点検周期（原子炉を停止させて行う点検から、原子炉を起動し、次の

原子炉停止時までの一サイクルをいいます。）毎に見直される「保全計画」に

ついては、事業者が次に原子炉を停止するまでに次期の点検周期に係る「保全

計画」について申請し、これを受け、国は、その内容の妥当性について審査し、

確認することになります。 

 なお、この「保全計画」の確認においては、事業者の保全活動の実施体制に

ついても評価することが適当です。したがって、現行の定期安全管理審査は、

今回の制度の改善において、「保全計画」の事前確認の中に整理統合すること

が適当であると考えられます。 

 

（４）「保全プログラム」の実施状況を確認する検査 

 

 更に、上記（３）に示した「保全プログラム」を国が事前に確認する制度の

導入と併せ、事業者が実際に「保全プログラム」に基づいて適切に保全活動を

実施していることを確認する検査が必要です。 

「保全プログラム」は、プラント停止中のみならず運転中の保全活動も含む

ものです。このため、上記の国が行う検査としても、プラント停止中の検査に

加えて、運転中における検査が必要となります。また、事業者による「保全プ

ログラム」の実施状況を検査した結果、不適切な行為等が認められた場合には、

「保全プログラム」の変更や必要な改善を実施するよう国が事業者に求めるこ

とを可能とする制度が必要となります。 

 

（５）「保全プログラム」に基づく保全活動により期待される効果 

 

 事業者が「保全プログラム」に基づく保全活動を実施することは、高経年化

対策の充実のみならず、プラント毎の点検活動の信頼性を高めることにもつな

がるものと期待されます。例えば、美浜３号機二次系配管破損事故の際に指摘

されたような管理すべき箇所が点検リストから欠落するような事態は、こうし

た「保全プログラム」を策定し、実際の点検活動をチェックすることにより防

止することができると期待されます。 

 

２．安全確保上重要な行為に着目した検査制度の導入 

（参考資料ｐ２４参照） 
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（１）安全確保上重要な行為に着目した検査制度の導入 

 

上記Ⅲ．２．に述べたとおり、事業者の保安活動における安全確保を徹底さ

せるための検査制度の導入が課題となっています。 

このような検査制度を導入するためには、運転中と停止中とを問わず、安全

確保上の重要な行為を特定することが必要です。この作業には、リスク情報を

活用することが有効と考えられます。今回の検討作業においては、過去の保安

検査等の実績を踏まえて安全確保上の重要な保安活動の行為を抽出しましたが、

これに対してリスク情報による検証をしたところ、この抽出結果は概ね妥当で

あると考えられます。 

このようなことから、今後、リスク情報も活用しつつ、原子炉停止操作、原

子炉起動操作、非常用電源の確保、重大な不適合発生時の処置などの安全確保

上重要な行為を特定し、その行為が実施されるときに検査を行い、事業者によ

る保安活動が適切に行われていることを確認するとともに、不適切な保安活動

に対しては、是正等を求めることができる制度を導入することが必要です。 

 一方で、品質保証計画、教育訓練の実施、放射性廃棄物の保管、協力会社等

に対する調達管理など、事業者により継続的に適切な取組みがなされているか

どうかを確認する必要があると考えられる事項については、現在の定期の検査

を行うことが適当と考えられます。 

 

（２）効率的・効果的な検査の実現 

 

運転中と停止中とを問わず安全確保上重要な行為に着目した検査を導入する

ことは、リスクに対応した安全確保の取組みを充実させる効果のみならず、こ

れまで保安検査として定期に行われてきた検査を運転中にも着実に実施するこ

とにより、結果的に、定期検査と保安検査に係る期間の重複を是正することを

可能とします。また、これら検査の機会に行うデータの収集等に基づき、プラ

ントの起動試験への立会検査と停止中の点検結果を確認する検査を同時に行う

ことにより、運転中と停止中の切れ目のない検査を実現することにつながりま

す。更には、規制当局の限られた資源をできるだけ有効に活用することにもつ

ながります。また、プラントの安全確保状況をより的確に評価するための安全

実績指標の導入などが円滑に進むことも期待されます。 

 

３．根本原因分析のためのガイドラインの整備等 
 

（１）根本原因分析のためのガイドライン等の整備 
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（参考資料ｐ２５、ｐ２６参照） 

 

上記Ⅲ．３．に述べたとおり、人的過誤等の直接要因、組織要因又は安全文

化ないし組織風土の劣化による不適合の是正を徹底していくことが課題となっ

ています。 

平成１５年１０月の制度改正では、事業者における品質保証体制の構築を求

めたところですが、事業者による不適合是正の取組みを確実なものとしていく

観点からは、次の対策が必要です。 

なお、事業者による不適合是正の取組みが不十分であり、安全確保の観点か

ら国としての関与を行うことが適切であると判断される場合には、規制活動に

おいて、より的確に対応することなどが求められます。 

 

 

①人的過誤等の直接要因に対する事業者の評価・改善状況を評価する指針の

整備 

 

人的過誤等の事故・トラブルの直接要因は、これを解消しない限り通常運

転に復帰できないことから、事業者によるこれらの要因の評価・改善に係る取

組みは、一定程度なされてきているといえます。この取組みのうち従業員に対

する教育などは、事業者ごとに管理体制が異なることなどから、それぞれ独自

に行われています。国としては、人的過誤等の直接要因に係る不適合を是正す

るための事業者の自律的取組みを評価し、更にこれを促すための視点を指針と

して明確化することが必要であると考えられます。 

 

②根本原因分析のためのガイドライン等の整備 

 

事故・トラブルの誘因となる組織要因に対しては、人的過誤等の直接要因と

は異なり、その性質上、事業者における不適合是正のための取組みは十分には

行われにくい状況にあります。しかし、組織要因による不適合については、根

本的な要因の分析を踏まえた是正を行わなければ、事故やトラブルの再発を防

ぐことは困難です。また、根本的な要因分析の結果を他に水平展開することに

より、同様のトラブルを未然に防止することが可能となります。こうした根本

原因分析を促進する有力な手段が品質保証活動の充実です。このため、事業者

による根本原因分析を実効的なものにする観点から、品質保証規格の体系の中

で、根本原因分析の対象となる事象の抽出に係る考え方など事業者が活用でき

るガイドラインを整備していくことが必要です。 
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国としては、学協会等に対し、こうしたガイドラインの整備を求めるととも

に、事業者の根本原因分析の実施内容を確認・評価するための指針を策定する

ことが必要です。 

 

③安全文化・組織風土の劣化防止のためのガイドラインの整備 

 

事業者による安全確保の取組みをより一層確実なものとするためには、現場

からのボトムアップの取組みと同等以上の重要性をもって、トップ自らが組織

全体の安全文化や組織風土の劣化を防止するために取り組むことが求められま

す。組織全体の安全文化や組織風土の劣化を防止するための取組みについては、

高経年化対策の一環として、既に国が事業者の取組みを把握していくこととし

たところです。今後は、事業者の日常的な保安活動においても、このようなト

ップによる取組みが適切に行われていくことを確保する必要があります。その

ため、国として、こうした事業者の取組みを評価するための指針を整備するこ

とが必要です。 

 

（２）プラント毎の総合評価の実施による安全確保の充実 

（参考資料ｐ２７、ｐ２８参照） 

 

 上記（１）のほか、事業者の安全確保の水準を高めていくために、次のよう

な改善に取り組んでいく必要があります。 

まず、プラントの安全実績（パフォーマンス）を的確に表す指標を事業者が

提示し、これを規制当局が評価した上で活用することです。これは、既に国際

的には進んでいるものであり、直接原因の分析による不適合是正だけでは把握

し難い安全確保上の潜在的な要因の推定などに有効であると考えられます。今

後、諸外国の事例も参考としながら、我が国の原子力発電施設の実態を踏まえ、

安全実績指標に係る科学的・合理的な項目の選択等について、リスク情報も活

用しつつ検討することが必要です。 

また、検査において指摘された事項について、安全上の重要度を決定する手

法も検討されているところです。安全実績指標を検討する際には、相互の補完

関係も検討する必要があると考えられます。 

こうしたことにより、プラント毎の総合評価を行い、その結果を検査の効果

的な実施のために具体的な形で活用していくことが必要です。 
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Ⅴ．今後の取組み（参考資料ｐ２９参照） 

 

上述したような検査制度の改善のための制度改正については、できるだけ速

やかに行うことが求められます。他方、改善した制度を実施するに当たっては、

一定の準備期間が必要であると考えられることから、平成２０年度からの実施

を目途とすることが考えられます。 

また、改善した制度を実施するために必要となる「保全プログラム」の策定、

安全確保上の重要な行為の特定、根本原因分析の実施などに必要な規格・基準、

ガイドライン、指針などの技術的基盤の整備については、可能な限り速やかに

行うことが必要です。 

なお、リスク情報について、今後更なる活用を可能とするためのデータや手

法の整備などを進めることが必要です。また、従業員の被ばく低減について、

事業者及び国は「合理的に達成できる限り低く（ＡＬＡＲＡ）」の考え方に基

づき継続的に取り組むとともに、国としても確認していく必要があります。 

また、検査制度を実施する上で、国としても、検査を実施する組織としての

十分な力量を維持し、向上させていくことが引き続き求められるところであり、

検査官の育成の在り方について、併せて検討していくことが必要です。 

以上の取組みは多くの関係機関の下で並行して進められるものであることか

ら、関係者の理解を共通のものとするため、国の要求事項の提示、学協会規格

の技術評価など、節目ごとに、引き続き、検査の在り方に関する検討会におい

て確認されることが必要です。 

 

原子力発電施設の検査制度の目的は、安全確保に一義的責任を有する事業者

が実施する保安活動に対して、規制当局としてその妥当性・適切性を的確に評

価し、安全確保が十分になされているかどうか確認することです。このため、

このような検査制度の運営に当たっては、事業者による継続的な安全向上のた

めの努力が促進されることが重要です。 

また、国民にとってより理解しやすく透明性の高い制度としていくため、検

査制度の改善の目的や検討経過とともに、国による検査の内容やその結果につ

いても、地元の方々を始めとした国民の方々に対して分かりやすい形で伝えて

いく必要があります。 

保安院としては、この報告書に示した検査制度の改善を着実に進めていくとと

もに、その実効性・有効性等について検査の在り方に関する検討会による評価

なども含めた不断の検証を加えていくことによって、原子力発電施設の更なる

安全の確保に万全を期してまいります。 



1

原子力発電施設に対する検査制度の改善について（案）
参考資料

平成１８年 月

原子力安全・保安院



2

保守管理 （MR-3000以降全て）： 保全及びそれを実施するために必要な体制や教育等を含めた活動全般

保全 （MR-3200以降全て）：
点検及び試験、並びに補修、取替及び改造の対象範囲を定め、その計画を策定し、これを実施し、
その結果を確認及び評価し、必要に応じて是正措置を講じる活動

保全を除く保守管理

・保全実施に向けた体
制・教育
・その他保全実施に係
る活動

保全プログラム （MR-3300、4000番台、5000番台、6000番台）：
原子力発電施設について以下の事項について定める。
・保全計画 （点検計画、補修取替及び改造計画、特別な保全計画）
・点検・補修等の結果の確認・評価方法
・是正処置の方法
・記録の採取及び保存

保全計画 （MR-4000番台）：
構築物、系統毎に以下のことを定める
・点検計画
・補修取替及び改造計画
・特別な保全計画

点検計画 （MR-4300～4500）：
保全計画のうち、以下のもの
・定期検査等において実施する恒常的な点検及び試験の方法
保全方式には以下のようなものがある
（１）予防保全
・時間計画保全
・状態監視保全（傾向監視保全、日常保全）
（２）事後保全

※原子力発電所の保守管理規定 JEAC4209-2003（社団法人日本電気協会、原子力規格委員会著）

－「原子力発電所の保守管理規程」（ＪＥＡＣ４２０９－２００３）における保守管理等の関係の整理－



3

保安検査： 事業者の保安規定遵守状況を国が確認する検査

定期検査： 特に安全上の重要度が高い設備の技術基準適合性を確認するための国の検査

定期安全管理審査： 事業者の定期事業者検査の実施体制を国が確認する審査

（定期事業者検査： 設備の技術基準適合性を事業者が確認する検査）

運
転
管
理
業
務

燃
料
管
理
業
務

防
災
管
理
業
務

廃
棄
物
管
理
業
務

放
射
線
管
理
業
務

（保守管理規程の適用）

品質保証規程の適用

保
守
管
理
業
務

定期検査
（保安院／ＪＮＥＳ）

保安検査
（保安院）

保安規定に基づく事業者の保安活動

国が行う検査等

定期事業者検査
定期安全管理審査
(ＪＮＥＳ)

（ＪＥＡＣ４１１１－２００３）

（ＪＥＡＣ４２０９－２００３）

－供用中検査の枠組み－
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－我が国の原子力発電所の運転状況と検査の関係－

＜保守管理に係る保安検査項目（例）＞
・保守管理計画の策定・実施状況
・配管の肉厚管理の実施方針及び実施状況
・定例試験への立会（非常用発電機手動起動等）

＜保安調査＞
保安検査期間外においては、施設立入、書類等の検査、関係
者への質問、試料の提出について法律上の権限を有していな
い。

（ただし、実態上は、検査官の任意の要請に応じて事業者の協力を得て、現場の

巡視パトロールや定例試験への立会いなどを行っている）

調整
運転

プラント
停止

○定期事業
者検査

約３ヵ月

約２５日

１３ヵ月以内

プラント運転調整
運転

プラント
停止

○定期事業
者検査

約３ヵ月

約２５日

１３ヵ月以内

保安
検査

保安
検査

保安
検査

保安
検査

保安
検査

保安
検査

保安
検査

保安
検査

保安
検査

保安
検査

＜定例試験＞
（例）・非常用炉心冷却系ポンプ起動
・非常用発電機手動起動

○定期検査
○定期安全
管理審査

○定期検査
○定期安全
管理審査

プラント運転

保安調査 保安調査 保安調査 保安調査 保安調査 保安調査 保安調査 保安調査 保安調査

事
業
者

規
制
当
局
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・原子炉本体

・原子炉冷却系統設備

・計測制御系統設備

・燃料設備

・放射線管理設備

・廃棄設備

・原子炉格納施設

・非常用予備発電装置

・蒸気タービン

★実施に係る組織

（◎検査要員の適切性）

★検査の方法

（◎検査要領書の適切性、

検査用機器の適切性、

検査内容の適切性）

★検査記録の管理

（◎検査内容の適切性）

○体制及び評価
・原子炉施設の運転及び管理を行う者の職務及び
組織
・原子炉施設の定期的な評価（定期安全レビュー、
高経年化対策）
○原子炉施設の運転及び管理を行う者に対する保
安教育
○原子炉施設の保安に関する記録及び報告
○運転管理：
・原子炉施設の運転
・原子炉施設の運転の安全審査
・排気監視設備及び排水監視設備
・原子炉施設の巡視及び点検並びにこれらに伴
う処置
○燃料管理 （燃料物質の受払、運搬、貯蔵等）
○放射性廃棄物管理（廃棄）
○放射線管理
○緊急時に講ずべき措置

【特定電気工作物】

・補助ボイラー
・排気筒（H18.1より）

○技術基準適合性の確認

◎定期検査：
NISA、JNES

○定期事業者検査に係るプロ
セスの確認

★定期安全管理審査：
JNES

★工程管理
★協力事業者管理
★検査に係る教育訓練

【特定重要電気工作物】

保安検査：NISA

○原子炉施設の品質保証

○原子炉施設の保守管理

事業者の保安活動

定期事業者検査：事業者

－各検査制度における検査対象－
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－原子力発電所の高経年化対策の充実について－

原子力発電所の長期供用に対する漠然とした不安
→ もともと３０年、４０年の寿命という説明？
→ プラント全体が老朽化し、安全性が低下する
のではないか？

◎３０年、４０年は一部機器の評価上の仮定で、安全上
重要な機器・構築物は、十分な 余裕をもって設計
◎長期供用プラントであっても、適切な補修・取替など
保守管理により安全に供用を継続することが可能（図２）

西暦

図１ 運転開始後３０年を迎
える長期供用プラントの推移

31

20

9

2

201520092000 2005

10

20

30

基数

着目すべき経年劣化事象に対し的確な高経年化技術評価（運転開始後３０年に至る前に
６０年の供用を仮定した経年劣化予測と設備の健全性評価）を実施するとともに、長期保
全計画（現状の保全活動に追加すべき保全策）を策定・実施することが重要。

これまでの高経年化対策
は適切であると評価。その
上で、長期供用プラントの
安全確保を確実なものと
するため、対策の更なる充
実を図る。

これまでの高経年化対策・・・平成８年から開始
→ １１プラントで実施済み（敦賀１、福島第一１、美浜１等）

１．透明性・実効性の確保（①対策の要求事項を明確にしたガイドライン及び標準審査要領等の整備、②事業者
の高経年化対策に係る国の監視方法をプロセスを含めた方法に転換、③長期保全計画に基づく事業者の追
加的な保全活動への国の監視の充実、④運転開始初期から着目すべき経年劣化事象への監視の充実）
２．技術情報基盤の整備（①情報ネットワークの構築、②安全研究の推進、③国際協力の積極的展開、④産官学
の有機的連携強化のための総合調整機能の整備）
３．企業文化・組織風土の経年劣化防止及び技術力の維持・向上
４．高経年化対策に関する説明責任の着実な実施

１．審査の実績、安全研究の成果、海外経験等データ・知見の蓄積。
２．平成１５年１０月の制度改正により品質保証体制に対する安全規制
の導入。
３．組織風土の劣化に起因する事故の発生（美浜３号機二次系配管損傷）
４．原子力従事者の減少に伴う技術伝承への懸念。
５．長期供用プラント増加に伴う一般の関心の高まり。

長期供用プラント
増加への万全
の対応を実施

高経年化対策充実のための新たな施策

その後の状況の変化

計画外停止率（９プラント）
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図２ 計画外停止発生率

運転開始３０年前後の９プラントを対象に、運
転開始当初から現在まで、年度ごとに発生し
た１プラント当たりの計画外停止率（事故等に
より運転を停止した率）を見ると、供用期間の
長期化に伴いこれが増加する傾向は認めら
れない。

２００９年には運転開始後３０年を
迎えるプラントの累計は２０基、２０
１５年には３０基を超える。

これまでの対策の検証

機器の性能

技術基
準上の
要求

当初性
能

性能低下傾
向の予測か
らの乖離の
可能性

供用年数
高経年化技術評価の開始時期

図３ 着目すべき経年劣化事象

高経年化対策の基本的考え方

プラントの長期供用に伴い性能低下が想定
していた傾向を上回る速度等予測から乖離
して進展するなどの性状を示す経年劣化
事象（図３参照）

着目すべき経年劣化事象の明確化

一例
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◆今回の事故が従来の科学的知見をもって予見・予防が可能であったにもかかわらず、これを回避で
きなかった原因は、関西電力、三菱重工業、日本アームによる原子力施設の不適切な管理にある。

◆各社の不適切な保守管理・品質保証活動の背景には、社内での「安全文化」の綻びがあったことが
判明。

◆事業者の保守管理・品質保証体制は、原子力安全に関する企業文化及び組織風土に密接に関わる
ものであり、その確立には粘り強い努力が必要。

◆今回の事故は他の事業者にとっても原子力安全の確保に必要な保守管理・品質保証活動を推進す
る上で大きな教訓。保安院としても、事業者間の水平展開を徹底していく。

◆今回の事故は、我が国の原子力発電所で例を見ない重大な事故。この事実を忘れることなく、原子
力安全規制のあり方を絶えず謙虚に省みて行くことが保安院に求められた責務と認識。

－関西電力美浜発電所３号機二次系配管破損事故への対応について－
本事故から得られた教訓とその反映のまとめ
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・事業者は、運転中・停止中を通じ多種多様な保安活動を実施。規制 当局の検査では事業者の保
安活動を仕事の仕組み（計画）、実施状 況、結果（事後）の各段階でバランス良く確認することが必要

・検査項目、検査頻度等については、重要度、リスク情報等を勘案して決定

運転中・停止中を通じた事業者の保安活動

(時間)

運
転
状
況

（出
力
）

停止中 調整運転中 運転中

事
業
者
の
保
安
活
動

運転管理

緊急時（非常時）
の措置

燃料管理

放射性廃棄物管理

放射線管理

保守管理

保全作業後 起動前 １ヶ月毎保全作業後 起動前 １ヶ月毎

固体廃棄物保管量の確認（ ３ヶ月毎）

排気筒からの放射性物質放出量の監視（常時，１回/週）

放射線業務従事者の内部・外部被ばく線量確認（３ヶ月毎）

保守管理計画（保守管理プログラム）に基づく管理

緊急時演習（１回/年以上）緊急時演習（１回/年以上）

定期事業者検査

総合負荷性能検査格納容器漏えい
率検査

非常用ディーゼル
発電機機能検査

燃料集合体外観検査

＜緊急事態発生時＞通報／緊急時態勢発令／応急措置

分解検査／機能検査

原子力防災組織の確立／要員・資機材の整備／通報経路の確立及び通報訓練の実施原子力防災組織の確立／要員・資機材の整備／通報経路の確立及び通報訓練の実施

工事計画,設計管理,調達管理,工事監理,点検・補修等の記録の採取及び保存,点検・補修等の結果の確認・評価,是正処置工事計画,設計管理,調達管理,工事監理,点検・補修等の記録の採取及び保存,点検・補修等の結果の確認・評価,是正処置

外部放射線に係る線量当量率等の測定（ １回/日，１回/週， １回/３ヶ月）

管理区域：設定・変更・解除,出入管理,床・壁等の除染,搬出・運搬／放射線計測器類の管理／協力企業の放射線防護管理区域：設定・変更・解除,出入管理,床・壁等の除染,搬出・運搬／放射線計測器類の管理／協力企業の放射線防護

放射性廃棄物の貯蔵・保管,放出管理用計測器の管理放射性廃棄物の貯蔵・保管,放出管理用計測器の管理

液体廃棄物放出量の監視（放出の都度，１回/月）

燃料取替実施計画・燃料移動手順の作成,燃料移動,新燃料・使用済燃料運搬(輸送容器表面汚染密度確認)・貯蔵(臨界管理)燃料取替実施計画・燃料移動手順の作成,燃料移動,新燃料・使用済燃料運搬(輸送容器表面汚染密度確認)・貯蔵(臨界管理)

シッピング検査

サーベイランス／巡視点検／運転操作／異常時対応・・・サーベイランス／巡視点検／運転操作／異常時対応・・・

○起動前実施（70件程度） ○１ヶ月毎実施（40件程度）

◎定期事業者検査
　（130～160項目程度）
　・保安院立会（5～7項目）
　・JNES（原子力安全基盤
　　機構）記録確認＋立会　
　　（抜取）（50項目程度）

★起動 ★制御棒操作

ＣＲＤスクラム
機能検査

・・・・・・・・・

品質保証活動
・文書・記録管理

・品質方針、目標

・マネジメントレビュー

・資源の運用管理

・教育訓練

・設計管理

・調達管理

・内部監査

・不適合管理

・是正・予防処置

定期安全レビュー

高経年化対策

保安管理体制
・組織、体制

・保安委員会

外部評価
・WANOピアレビュー
・IAEA・OSART
・日本原子力技術協会
　レビュー

－運転中・停止中を通じた事業者の保安活動－
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－保安規定違反に係る指摘件数及び保安検査期間外における保安検査官の指摘の限界－

【保安検査期間】 平成１８年２月２７日（月）～平成１８年３月１７日（金）
【保安活動の問題点】 予備品における保管中の劣化や保管期間中におけるトラブル情報、発電施設の
改造などの反映など、その予備品への要求事項の検証を行わず不適切な予備品を発電施設に組み込む
可能性がある。
【保安規定の該当条項等】 第３条7.1（業務計画）
【総合評価】 安全重要度の高い予備品もあり、予備品を使用する際は十分な事前レビューが必要である。
原子炉設置者は今回の事例を教訓として、予備品購入後の設計変更の有無について確認することを「予
備品管理要領」に反映し、予備品の使用について改善を図ることから、今後の保安活動状況を監視して
いく。

【件名】予備品使用前レビュー不十分

【発生年月日】平成１８年２月１０日

【事象の概要】予備制御棒の使用前レビューが不十
分であったため、過去の他プラントのトラブルである
制御棒が引き抜けないという事象が発生した。

【保安検査期間】 平成１７年８月２９日（月）～平成１７年９月１６日（金）
【保安活動の問題点】 作業計画書の変更に当たって適切な手続きが実施されていなかった。
【保安規定の該当条項等】 第３条4.2（文書管理）
【総合評価】 事業者においては、今回の事例を教訓とし、今後の保安活動を改善していくこととしており、
また、本件はトリチウムが環境に放出されたが、周辺環境への放射能の影響はなかったことから、今後の
保安活動状況を監視していく。

【件名】トリチウムを含む２次系純水の放出

【発生年月日】平成１７年８月２３日

【事象の概要】洗浄作業において、一次系純水が二
次系純水に逆流し、トリチウムを含む２次系純水が
放水口から環境へ放出された。

【保安検査期間】 平成１７年９月５日（月）～平成１７年９月２２日（木）
【保安活動の問題点】 二重扉は、原子炉建屋内の負圧を維持するための設備として、どちらか一方の扉
は開かない機能を備えているが、この機能要求を満たしておらず、原子炉建屋が負圧にならないように管
理された状況ではなかった。
【保安規定の該当条項等】 第３条7.5（業務管理）
【総合評価】 本件は、結果的には原子炉建屋の負圧に影響はなかったが、事業者においては工事追加
仕様書にインターロック試験の具体的な試験方法を明記し調達管理について改善を図ることから、今後の
保安活動状況を監視していく。

【件名】原子炉建屋エアロック二重扉の両開事象

【発生年月日】平成１７年８月２日

【事象の概要】原子炉建屋１階の南西エアロック二重
扉が同時に両方開いた。

保安検査において指摘した内容保安調査において確認した事象

０４９１軽微な保安検査違反
（検査官事務所長が改善を指示し、その状況を監視することとした事案）

８２重大な保安規定違反
（院長又は課長名で原因究明と再発防止対策の実施を指示した事案）

保安調査期間保安検査期間

※重大な保安規定違反合計１０件のうち、７件が運転管理関連

保安規定違反に係る指摘件数 （平成１６年度第１回保安検査～平成１７年度第４回保安検査）

保安検査期間外における保安検査官の指摘の限界（保安調査において確認した事象に関して保安検査を実施した事例）
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出典： World Association of Nuclear Operators (WANO)ホームページ
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我が国のプラントの安全水準

※海外に比べ、日本におけるプラントの安全は高水準で維持されている。
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－国に報告されたトラブル事象と人的過誤発生の推移（１プラント当たり）－

0.00
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ト
ラ
ブ
ル
報
告
件
数
／
稼
動
基
数

0.0%
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10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

人
的
過
誤
割
合
％

人的過誤件数割合

人的過誤件数割合の傾向
（最小２乗法により算出）

原電敦賀1号機放射性廃液漏洩事故

チェルノブイリ事故

動燃もんじゅナトリウム漏洩事故

動燃アスファルト固化処理火災

原電工事使用済み燃料輸送容器データ改竄

BNFLMOX燃料品質保証データ不正

JCOウラン加工工場臨界事故

東電自主点検記録不正問題発覚

関電美浜3号機二次系配管破損事故
０４

中電浜岡1号機余熱除去系配管破断事故

1981年から2002年まで、１プラント当たりで発生するトラブル件数及び人的過誤件数は、
一貫して減少傾向。 一方、トラブル報告件数のうち人的過誤が占める割合は増加傾向。
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【保安検査】

３．作業環境要因３．作業環境特性要因1％／ 5件

２．作業場所要因３．作業環境特性要因1％／ 5件
９

１．ＨＭＩの不備３．作業環境特性要因2％／ 11件８

３．主観的要因１．個人特性要因4％／ 29件７

４．作業遂行能力１．個人特性要因5％／ 34件６

３．職場モラル４．職場環境特性要因6％／ 41件５

１．教育・訓練５．管理特性要因7％／ 45件４

２．指示・監督等４．職場環境特性要因10％／ 67件３

１．チーム構成・組織４．職場環境特性要因11％／ 77件２

２．規定・計画等５．管理特性要因53％／364件１

要因特性割合(%)／件数順
位

【定期安全管理審査】

３．その他５．管理特性要因

５．その他１．個人特性要因

１％／ 3件８

２．指示・監督等４．職場環境特性要因３％／ 12件７

１．教育・訓練５．管理特性要因４％／ 14件６

４．作業遂行能力１．個人特性要因４％／ 17件５

１．チーム構成・組織４．職場環境特性要因７％／ 27件４

３．職場モラル４．職場環境特性要因７％／ 29件３

３．主観的要因１．個人特性要因16％／ 63件２

２．規定・計画等５．管理特性要因58％／234件１

要因特性割合(%)／件数順
位

－保安検査・定期安全管理審査における指摘事項についての原因分析結果－
（人的過誤に係るもの）
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第８章 保守管理
（保守管理計画）
第１２０条 保守管理を実施するにあたり、以下の保守管理計画を定める。
１．定義
本保守管理計画における用語の定義は、「原子力発電所の保守管理規程（JEAC4209-2003）」に従うものとする。

２．品質保証体系の構築
各課（室）長（以下、本計画においてはモニタリンググループＣＭを含むものとする。）は、第３条で定める品質保証計画に基づき保守管理を実施する。

３．重要度に応じた保守管理
各課（室）長は、原子炉施設を構成する構築物、系統および機器について、第３条４．１（３）に基づき、保守管理の重要度を定め、この重要度に応じて保守管理を行う。
なお、保守管理の重要度を定めるに当たっては、重要度分類指針、供給信頼性に係る重要度、リスク情報、運転経験等から、必要な事項を考慮する。

４．保守管理の実施方針および目標
社長は、第３条５．１ 、５．３ 、５．４．１ に基づき、品質方針の一部として、原子炉施設の性能を維持するために必要な、保守管理の実施方針を設定する。所長は保守
管理の実施方針に基づき、保守管理目標を設定する。

５．保全の対象範囲の策定
各課（室）長は、原子炉施設の性能を維持するために、保全が必要な対象構築物、系統および機器を定める。

６．保全プログラムの策定
各課（室）長は、５．で定めた保全の対象範囲について、８．保全計画９．点検・補修等の結果の確認・評価（９．１）10．是正処置12．記録の採取および保存からなる保
全プログラムを策定する。

７．保全の実施
各課（室）長は、保全プログラムに従って以下のプロセスで保全を実施する。また、実施したプロセスの要求事項、要領および結果について文書にし、保存する。
(1) 工事計画
(2) 設計管理
(3) 調達管理
(4) 工事管理
(5) 点検・補修等の記録の採取および保存
(6) 点検・補修等の結果の確認・評価
(7) 是正処置

８．保全計画
各課（室）長は、科学的知見や運転経験を踏まえ、次に定める事項に従い保全計画を策定する。なお、保全計画の策定に当たっては、原子炉の安全性に与える影響を
考慮する。

８．１ 点検計画
各課（室）長は、構築物、系統および機器の適切な単位毎に、計画的に実施する保全の内容および実施時期をあらかじめ定めた点検計画を策定する。

なお、保全方式は以下に示す中から１つ以上選択する。
(1) 予防保全 (a) 時間計画保全

(b) 状態監視保全 i) 傾向監視保全
ii) 日常保全

(2) 事後保全

－保安規定における保守管理規程（１／２）－
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８．２ 補修、取替えおよび改造計画
各課（室）長は、点検計画に定める以外の補修、取替えおよび改造を実施する場合は、あらかじめその方法および実施時期を定めた計画を策定する。

８．３ 特別な保全計画
各課（室）長は、事故復旧および災害復旧等、計画外の保全を実施する場合は、必要に応じ、適宜、保全計画を定める。

９．点検・補修等の結果の確認・評価
９．１ 点検・補修等の結果の確認・評価の方法

(1) 各課（室）長は、保全プログラムに従い実施した点検・補修等の結果を基に、構築物、系統および機器が要求される機能を発揮しうることを確
認・評価するため、確認・評価する事項、方法および基準を定め、その機能が要求される時期までに確認・評価する。

(2) 各課（室）長は、定めたプロセスに基づき点検・補修等が実施されたことを確認・評価するための方法を定め、確認・評価する。
９．２ 点検・補修等の結果の確認・評価を実施する者およびこれを承認する者の力量

各課（室）長は、第３条６．２．２ａ）に基づき、点検・補修等の結果の確認・評価を実施する者の力量を定め、これを満たす者を従事させる。
所長は、第３条６．２．２ａ）に基づき、点検・補修等の結果の確認・評価を承認する者の力量を定め、これを満たす者を従事させる。

１０．是正処置
各課（室）長は、第３条８．３ 、８．５．２ に基づき、以下を実施する。

(1) 保守管理の各段階において不適合の発生を認めた場合は、隔離する等の対応を行う。
(2) 不適合の原因を究明した上で、是正処置内容の計画を策定し、実施する。

１１．保守管理の定期的な評価
各課（室）長は、以下の時期および内容について保守管理の妥当性を評価し、評価結果に基づき、必要に応じこれを改善する。

(1) 定期検査時毎の評価
各課（室）長は定期検査時毎に保守管理の実施結果について妥当性を評価し、保守管理を改善する。

(2) 定期的な評価
各課（室）長は、定期的に、保守管理の妥当性を評価し、保守管理を改善する。
なお、評価に当たっては、運転経験、経年劣化傾向、リスク情報等の各種科学的知見から、必要な事項を考慮する。

１２．記録の採取および保存
１２．１ 点検・補修等の結果の記録

各課（室）長は、点検・補修等の結果の記録として以下の事項を定め、記録し保存する。（詳細略）
１２．２ 点検・補修等の結果の確認・評価の記録

各課（室）長は、点検・補修等の結果の確認・評価の記録として以下の事項を定め、記録し保存する。（詳細略）
１２．３ 是正処置の記録

各課（室）長は、是正処置に関する記録として以下の事項を定め、記録し保存する。（詳細略）
１２．４ 保守管理の定期的な評価の記録

各課（室）長は、実施した評価について以下の事項を定め、記録し保存する。（詳細略）

－保安規定における保守管理規程（２／２）－
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－事業者における保全プログラムの充実強化に向けた体制－

原子炉施設保
安規定

１．点検計画

２．補修取替及び改造計画

３．特別な保全計画

・個別機器の保全・監視基準

・状態監視保全を拡大して組合せた点検計画

点検計画

点検計画 補修取替

改造計画

個別機器の

保全・監視基準

点検計画表

マニュアル類

18 19 20 21 22 23 24
分解点検 ー

○ (○)

ポンプを分解し各部の傷、割れ、
変形、摩耗、腐食、浸食等の有無
を目視で確認するとともに主軸、
羽根車等について浸透探傷試験
を行う

腐食、浸食
傷、割れ

運転状態に異常のないこ
と

軸封部点検 ４年
○ (○)

メカシールの運転時間から交換を
行う

消耗品交換 メカシールの漏えいは○
cc/min以下

漏えい検査 ー

○ (○)

ポンプ運転圧力において各部から
の漏えいの有無を確認する

バウンダリー機能（フラ
ンジ部、メカシール）

著しい漏えいのないこと
メカシールの漏えいは○
cc/min以下

性能検査 ー

○ (○)

ポンプ運転状態において吐出圧
力、流量を確認するとともに振動、
異音、異臭等運転状態を確認する

送水機能 圧力○Mpa以上、流量○
m3以上（工認）

振動診断 ３ヶ月 軸受け振動測定 軸受け摩耗、ポンプ回
転体異常

JIS振動レベル可以上

機能トレンド
管理

随時 流量、圧力 ー 圧力、流量に有意な変化
傾向がないこと

日常保全 パトロール 毎日 運転状態 ー 運転状態に異常のないこ
と

分解点検 8年

○

電動機を分解し各部の傷、割れ、
変形、摩耗等の有無を目視で確
認する

腐食、摩耗、傷、割れ 運転状態に異常のないこ
と

特性検査 8年
○

絶縁抵抗測定等の電気試験を行
う

絶縁劣化

機能性能検査 ー

○

負荷運転状態において異常な振
動、異音、異臭のないことを確認
する。また電流を測定し異常のな
いことを確認する。

送水機能の動力 運転状態に異常のないこ
と

振動診断 3ヶ月 軸受け振動測定 軸受け摩耗 JIS振動レベル可以上
軸受け温度 3ヶ月 軸受け温度測定 軸受け摩耗 周囲温度＋40℃以下
ケーシング温
度

3ヶ月 モータケーシング温度測定 内部異常 周囲温度＋40℃以下

パトロール 毎日 運転状態 ー 運転状態に異常のないこ
と

設備名称 装置・機器名称

日常保全

傾向監視保
全

原
子
炉
冷
却
系
等
設
備

原
子
炉
補
機
冷
却
系
統
設
備

原子炉補機冷却水ポ
ンプ

原子炉補機冷却水ポ
ンプ電動機

判定基準又は保全目標保全の方式 点検試験項目 基本周期 年度展開(平成)

時間計画保
全

傾向監視保
全

部品レベル・点検内容 機能要求又は劣化
モード

時間計画保
全

SAMPLE

個別機器の点検計画表

共通技術基盤

保全計画

保守管理に係わる
規制要求事項の
充実

保安規定に反映

社内マニュアルに
反映

この三角形の全体が

事業者の保全プログラム

法令、規格･基準

保守管理業
務要項

品質保証規
程

状態監視手
引書

点検計画表作成
要領

運転管理業
務要項

その他 マ
ニュアル類

一次文
書

二次文
書

三次文
書

保全有効性評価
手引

不適合 管
理要項

状態監視力
量基準

保全PI運用要領

など

・保全方式の適用に当たっての
考え方を保安規定に盛込む

・個別の系統、構造物、機器に
具体的にどのような保全方式を
採用するかは事業者が個別に
定める

・保全プログラムの各階層にお
けるPDCA、階層をまたがる
PDCAも的確に回す必要あり（本
図には記載を省略）

原子炉等規制
法

JEAC

４２０９改

JEAC

４１１１

電気事業法

C 保全の有効性評価 D 点検補修の実施

P

A 基準の見直し

発電所単位

プラント個別

(一部プラント毎)

原子炉施設保
安規定

１．点検計画

２．補修取替及び改造計画

３．特別な保全計画

・個別機器の保全・監視基準

・状態監視保全を拡大して組合せた点検計画

点検計画

点検計画 補修取替

改造計画

個別機器の

保全・監視基準

点検計画表

マニュアル類

18 19 20 21 22 23 24
分解点検 ー

○ (○)

ポンプを分解し各部の傷、割れ、
変形、摩耗、腐食、浸食等の有無
を目視で確認するとともに主軸、
羽根車等について浸透探傷試験
を行う

腐食、浸食
傷、割れ

運転状態に異常のないこ
と

軸封部点検 ４年
○ (○)

メカシールの運転時間から交換を
行う

消耗品交換 メカシールの漏えいは○
cc/min以下

漏えい検査 ー

○ (○)

ポンプ運転圧力において各部から
の漏えいの有無を確認する

バウンダリー機能（フラ
ンジ部、メカシール）

著しい漏えいのないこと
メカシールの漏えいは○
cc/min以下

性能検査 ー

○ (○)

ポンプ運転状態において吐出圧
力、流量を確認するとともに振動、
異音、異臭等運転状態を確認する

送水機能 圧力○Mpa以上、流量○
m3以上（工認）

振動診断 ３ヶ月 軸受け振動測定 軸受け摩耗、ポンプ回
転体異常

JIS振動レベル可以上

機能トレンド
管理

随時 流量、圧力 ー 圧力、流量に有意な変化
傾向がないこと

日常保全 パトロール 毎日 運転状態 ー 運転状態に異常のないこ
と

分解点検 8年

○

電動機を分解し各部の傷、割れ、
変形、摩耗等の有無を目視で確
認する

腐食、摩耗、傷、割れ 運転状態に異常のないこ
と

特性検査 8年
○

絶縁抵抗測定等の電気試験を行
う

絶縁劣化

機能性能検査 ー

○

負荷運転状態において異常な振
動、異音、異臭のないことを確認
する。また電流を測定し異常のな
いことを確認する。

送水機能の動力 運転状態に異常のないこ
と

振動診断 3ヶ月 軸受け振動測定 軸受け摩耗 JIS振動レベル可以上
軸受け温度 3ヶ月 軸受け温度測定 軸受け摩耗 周囲温度＋40℃以下
ケーシング温
度

3ヶ月 モータケーシング温度測定 内部異常 周囲温度＋40℃以下

パトロール 毎日 運転状態 ー 運転状態に異常のないこ
と

設備名称 装置・機器名称

日常保全

傾向監視保
全

原
子
炉
冷
却
系
等
設
備

原
子
炉
補
機
冷
却
系
統
設
備

原子炉補機冷却水ポ
ンプ

原子炉補機冷却水ポ
ンプ電動機

判定基準又は保全目標保全の方式 点検試験項目 基本周期 年度展開(平成)

時間計画保
全

傾向監視保
全

部品レベル・点検内容 機能要求又は劣化
モード

時間計画保
全

SAMPLE

個別機器の点検計画表

共通技術基盤

保全計画

保守管理に係わる
規制要求事項の
充実

保安規定に反映

保全技術や資
格に係る基準類

JEAC４２０９を
具体化したガイ
ド

社内マニュアルに
反映

この三角形の全体が

事業者の保全プログラム

法令、規格･基準

保守管理業
務要項

品質保証規
程

状態監視手
引書

点検計画表作成
要領

運転管理業
務要項

その他 マ
ニュアル類

一次文
書

二次文
書

三次文
書

保全有効性評価
手引

不適合 管
理要項

状態監視力
量基準

保全PI運用要領

など

・保全方式の適用に当たっての
考え方を保安規定に盛込む

・個別の系統、構造物、機器に
具体的にどのような保全方式を
採用するかは事業者が個別に
定める

・保全プログラムの各階層にお
けるPDCA、階層をまたがる
PDCAも的確に回す必要あり（本
図には記載を省略）

原子炉等規制
法

JEAC

４２０９改

JEAC

４１１１

電気事業法

C 保全の有効性評価 D 点検補修の実施

P

A 基準の見直し

発電所単位

プラント個別

(一部プラント毎)

故障･劣化特性
データベース

標準テンプレー
ト
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・計画外のスクラム回数

･計画外の安全系の作動

･計画外の設備利用率の低下

・リスク（炉心損傷頻度） など

（上記の指標について保守に起因するものを評価）

･安全系統の待機除外時間割合

耐圧機能

貯蔵機能タンク

漏えいのないこと漏えい確認耐圧機能

異常のないこと

流量揚程等規定値

管理指標

動作試験

ポンプ 送水機能

要求機能 保全項目機器名

機能試験

・
・
・
・
・
・

・
・
・

･保守が不適切なため発生した故障回数

・主要機器アベイラビリティ など

今後改訂する
JEAC4209や
JEAC4209を具体化し
たガイド等に基づき策
定

現状のサーベランスや
保全計画においても機
能管理指標（判定基
準）は整備されている
が、保守管理の充実を
進める中で、事業者は
創意工夫を活かしつつ
継続的に充実、改善

系統レベル

機器レベル

規定値以上ﾃｽﾄﾗｲﾝ流量送水機能

規定値以上タンク水量貯蔵機能

漏えいのないこと各部漏えい耐圧機能

異常のないことﾎﾟﾝﾌﾟ動作確認

管理指標要求機能 確認項目

内部、ボルトナット
等に有意な欠陥が
ないこと

外観点検タンク

主軸、羽根車等に
有意な欠陥がない
こと

管理指標

浸透探傷検
査

ポンプ

保全項目機器名

外観点検

＜構造要求のイメージ＞ ＜性能要求のイメージ＞

＜サーベランス等確認項目のイメージ＞

（
新
規
）

系統・機器毎
の機能管理

プラントレベル

（
充
実
）

・保守管理の有効性は、計画だけで判断できるものではなく、実績を確認しつつ継続改善していくことが重要
・系統、機器毎の機能管理はもとより、保全活動に関する指標を体系的に整備

保
全
活
動
管
理
指
標

－事業者の保全プログラムの充実強化に向けた体制－
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－保全プログラムの基盤となる規格・基準の整備（1/2）－

事業者のめざすべき保全ＰＤＣＡ

MR3000-1 保守管理の実施フローより「保全」を抜粋

・評価結果に応じた保全計画
の見直し

計 画 の 見 直 しA

・運転中、停止中の一貫した保全
計画

実 施 計 画

・時間計画保全と状態監視保全を
最適に組み合わせた保全計画

①

P

・点検手入れ、消耗品取替
・点検手入れ後のデータ採取
・故障、劣化の傾向に係るデータ
採取

点検、補修の実施

・点検手入れ前データ採取
・状態監視データ採取
・保全活動管理指標監視*1

②

D

◆◆保全の実施結果に対する評価保全の実施結果に対する評価
・技術基準適合性を確認し、次回点
検まで運転可能であるかを評価
◆◆保全の内容に対する評価保全の内容に対する評価
・トラブルなど運転経験による知見
から現状保全の内容を評価
・高経年化の観点から、現状保全の
内容を評価

保全プログラムの有効性評価

・保全内容、時期が適切であった
かという観点からの評価 ③

C 保全プログラムの策定
・保全方式選定、保全計画
・確認･評価方法 等

点検･補修等の結果の確認･評価

・構造･機能の確認
・プロセスの確認
・技術基準適合性の確認（検査）

保守管理の定期的な評価
・定期的評価

良

否

保 全

①

②

③

保守管理規程 JEAC4209の改訂

＊１保全活動管理指標（保全のＰＩ）監視

保全活動における是正処置、保全プログラム改善要とした評価結果
を受け、保守管理の妥当性を定期的に評価し、保守管理活動の改善
を行う。

安全設計審査指針や技術基準で要求される安全機能（構造上の要求事項は除く）の
維持に関する指標として、安全系統の待機除外時間割合などを監視する。

保全の対象範囲の策定

点検･補修等の実施
・点検手入れ前データ採取
・状態監視データ採取
・保全活動管理指標監視
・点検･試験
・補修･取替･改造

是正処置
・原因究明
・補修･取替･改造 等
・保全プログラム等見直し

保全プログラムの有効性評価を追加

点検手入れ前データ等から保全内容、時
期が適切であったかという観点で保全プロ
グラムの改善要否を評価

事業者がめざすべき保全PDCAの基本要件を保守管理規程に展開
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保守管理（MR-3000以降全て）
保全及びそれを実施するために必要な体制や教育等を含めた活動全般

保全（MR-3200以降全て）
点検及び試験、並びに補修、取替及び改造の対象範囲を定め、その計画を策定し、
これを実施し、その結果を確認及び評価し、必要に応じて是正処置を講じる活動

保全プログラム（MR-3300、4000番台、5000番台、6000番台）
原子力発電施設について以下の事項について定める
・保全計画（点検計画、補修取替及び改造計画、特別な保全計画）
・点検･補修等の結果の確認･評価方法
・是正処置の方法
・記録の採取及び保存

保全計画（MR-4000番台）
構築物、系統毎に以下の事項について定める
・点検計画
・補修取替及び改造計画
・特別な保全計画

点検計画（MR-4300～4500）
（１）予防保全
・時間計画保全
・状態監視保全（傾向監視保全、日常保全）
（２）事後保全

定期事業者検査（MR-7000番台）

原子力発電所の保守管理規程(JEAC4209) 改改 訂訂

［MR-4000番台］保全方式の選定の考え方を追加追加
・機器の重要度、保全の有効性、故障の発生可能性等から適切な保全方式
を選定

［MR-5000番台］保全プログラムの有効性評価の考え方を追加追加
・点検手入前データ、状態監視データ、保全活動管理指標等から保全内
容、実施時期が適切であったかという観点で保全プログラムの改善要否
を評価
・事業者検査を「点検･補修等の結果の確認･評価」に再定義

［MR-7000番台］定期事業者検査は削除削除（添付資料の削除を含む）

・
・

○保全方式の選定の考え方
（１）機器要求機能の特定と故障影響の評価
（２）主要な故障･劣化モードの抽出とその発生可能性の評価
（３）故障･劣化モードに応じた保全･監視技術の有効性評価
（４）保全重要度評価
（５）使用環境･使用頻度等の要素を加味した保全方式の選定・保全テンプレートの
利用等

○保守管理の継続的改善
１ 保全プログラムの有効性評価の考え方
（１）点検手入前データ、状態監視データ、保全活動管理指標等からの評価
（２）故障･劣化の傾向に係るデータからの評価
（３）トラブルなど運転経験からの評価
（４）高経年化の観点からの評価
２ 保全活動管理指標の設定
（１）プラントレベルの指標
（２）系統レベルの指標
（３）機器レベルの指標

○事業者検査の要領
・
・

JEAC4209ガイドライン 新規制定新規制定

［MR-2300、3000番台］保守管理の継続的改善手法の追加追加
・保全の保全活動管理指標の設定および保全プログラムの有効性評価を
具体的な改善手法として定義＜改訂における留意点＞

・「原子力発電所における安全のための品質保証規程（JEAC4111）」との内容重複（品質保証体系の構築、記
録の管理等）についても整理が必要

－保全プログラムの基盤となる規格・基準の整備（2/2）－
（ＪＥＡＣ４２０９改訂・ガイドライン新規制定イメージ）
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米国原子力発電所の取組み経緯

ＣＢＭの導入期： ・ＣＢＭ導入以前においては、安全系の過剰保全・二次系の過少保全、繰り返し故障や修理が多発
・こうした保全の実態に対して、設備の信頼性を上げるためＣＢＭを追加

ＣＢＭの発展期： ・ＥＰＲＩ（注）による技術支援（予知保全ハンドブックの発行、各種会議主催）

ＣＢＭ主体へシフト状態監視技術の限定的適用→効果の確認

ＣＢＭを追加導入

ＴＢＭ主体

（トラブル多発）

安全系の過剰保全

二次系の過少保全

９０年代８０年代７０年代

ＥＰＲＩ等による技術支援 （ドキュメント、共通基盤、トレーニング）

－状態監視保全（ＣＢＭ）の活用－

（注）ＥＰＲＩ ： 米国のＥｌｅｃｔｒｉｃ Ｐｏｗｅｒ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ（電力研究所）の略。電気事業の運営に必要な電力技術、電力経済に関する研究、調査、試験及びその総合調整を行っている。

状態監視技術の適用性（例）

例） ポンプ

経
年
劣
化
度

○

許容限界

○ ○ ○ ○ ○ ○
○○異常

徴候

○

振
動
値

注意

危険

油分析：
摩耗粉検知

・潤滑油の劣化

・軸受摺動部の異常

・油の性状，汚染度
・摩耗粉形状分析 等

水分、全酸価、
清浄度（NAS等級）

油分析

ポンプ側の異常
巻き線の清浄度、

接地抵抗 等
モーターの異常

位相、電流、電圧、
劣化

モータ電流診断

（赤外線診断だけでは構造体内部の異常部位の特定はできない）
・軸受の温度異常

・端子等の発熱部の位置、温度分布確認
表面温度

赤外線診断

・ケーシングの内面腐食

・シール異常

・パッキンの劣化

・軸・羽根車の摩耗・接触、亀裂、バランス不良 等

・軸受の傷、潤滑油切れ 等

・回転体の異常

・軸受異常 等

速度、加速度、
周波数

振動診断

検知できない故障検知可能な故障評価・分析による異常検知項目監視データ

機器
（例：ﾎﾟﾝﾌﾟ）

診断可能事象→計測診断

診断困難事象→時間管理による分解

（例）軸受異常 • • • • • • • • •振動分析､油分析など
回転体のき裂 • • •振動分析

（例）ケーシング内面腐食 • • •分解点検
ガスケット劣化 • • • • • • •分解時取替又は事後保全パッキン劣化
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－保全プログラム（今後整備すべき規格、基準類）－

JEAC-4209ガイドライン

（１）保全プログラム
○保全方式の選定の考え方
○保守管理の継続的改善
① 保全プログラム有効性評価の考え方
② 保全活動管理指標の設定
○事業者検査の要領

（２）保全活動管理指標に関する事項
○保全活動管理指標
プラントレベル、系統レベル、機器レベル
○機能管理指標
系統、機器毎の機能を代表する指標

（３）状態監視技術利用に関する事項
○状態監視技術(適切な技術)
○活動プロセス(適切な計画、手順、評価) 
○従事者の力量(適切な体制、評価者力量) 

【現在既に利用可能なもの】
１．振動診断
２．油分析 (資格制度は整備中)
３．赤外線診断 (資格制度は整備中)

状態監視技術ガイドライン

JEAC4209の改訂

・JEAC4209の改訂及び関連ガイドラインを平成20年までに整備

・JEAC4209のガイドラインと状態監視技術ガイドラインの整合を図る

【平成20年以降も継続的に整備】

○動的機器

１．電動機診断

２．電動弁（トルク）診断 等

○静的機器

１．AE診断

２．リスクベースISI 等
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－規制当局による事業者の保全プログラムに対する要求事項例－

（１）対象とする設備の選定
・設備の重要度に応じ保全プログラムの対象とする設備を決定

（２）管理指標の設定
・保全プログラムの対象とする設備、系統、及び安全機能毎に着目し、当該設備・系統に要求される性
能を維持するための管理指標を定める
・各指標は、安全目標、リスク評価等、原子力安全に係る指標との関係が明確であることが求められる
・当面、故障率等は、これまでの保全実績に基づくものを基礎とするが、今後、プラント相互間、炉型間
の相違を考慮し、整合性のあるものとすべき

（３）保全の方式・頻度等の選定
・機器・系統の構造・要求機能に基づく管理指標に応じて、時間計画保全、状態監視保全毎に適切な保
全方式及びその適用頻度等を決定。

（４）保全データの採取及び保存
・採取すべき保全データとその保存方法及び年限を定める

（５）保全データの評価
・保全データに基づく経年劣化の発生・進展の程度を評価する手法を定める
・可能な限り定量的な評価手法（含 確率・統計的手法）を活用

（６）保全データの評価に基づく措置
・保全データの評価に基づき、他プラントの経験、技術的知見等を考慮して、保全の方式、頻度等を見
直しを定める

（７）保全プログラムの中長期的な評価
・経年劣化の傾向、最新の技術知見に基づき、保全方式を考慮し、保全プログラムの妥当性を評価し改
善を図る

保全プログラムに
規定すべき事項
（事前確認すべき事項）

規制当局の要求事項
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・運転中，停止中を通じた保全の充実を進めていくことで安全性，信頼性を維持・向上すること
・保全プログラムを充実することで，時間計画保全(TBM)の点検間隔が変更（延長）できる見通しを得ること

見通しを得るための戦略
○保全上，「要（かなめ）」となる機器を評価する

○ 現状の保全（技術的知見）をベースとした事例を通して評価する

○ クリティカルな課題を抽出し，解決の方向性を示す

(社)日本機械学会「保全の最適化検討ＷＧ※」活動の全体像

目的

４機器を詳細評価
（点検検査記録，火力の実績，実証試験成果など）

主蒸気逃がし安全弁(SRV)
主蒸気隔離弁(MSIV)／安全保護系／原子炉格納容器

安全性，信頼性が向上する見通し

点検間隔が変更（延長）できる見通し
・保全から決まる停止間隔は2年以上とできる可能性確認

・抽出した課題も，技術的に克服できる見通しがある。

・毎定検直後の初期不調・過度の点検による劣化（いじり

壊し）の低減が期待できる。

・点検前記録の収集分析，新知見の反映，状態監視保全

（ＣＢＭ）の適切な導入などが，より有効と考えられる。

＜抽出された主要課題例＞

・安全保護系に関連する計装品のド リ フ ト評価方法の

標準化

・原子炉格納容器の許容漏えい率に見込まれる余裕係数

の考え方

今後の ・評価手法の整理，精緻化

取組み ・課題解決の方向性検討

40機器について構造・機能要求をふまえて評価（５パターン評価）
（劣化モード分析，状態監視技術の導入，機能劣化傾向分析など）

◆工学的視点から以下を考慮して選定

（１）安全上，重要なもの（MS/PS-1,2,3）
（２）保安規定上，要求されるもの
下記の点も考慮，参考とする
・トラブル経験のあるもの
・保全方式（機種，機能など）が異なるもの
・定期事業者検査で毎年点検・検査しているもの
（点検間隔延長の成立性に係わるもの）
・高経年化対策(PLM)
・確率論的安全評価(PSA)

「要」となる機器 を選定し， 評価 （モデルプラント）

※ (社)日本機械学会 動力ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ部門に設置。原子力発電所の保全の最適化を図っていく上での技術的課題等
の検討を行っている。多様な分野から構成される専門家により，中立・公正な議論を行える体制としている。
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－日本機械学会「保全の最適化検討ＷＧ」の検討結果をふまえた今後の検討課題－
（原子力安全・保安院による課題抽出結果）

日本機械学会「保全の最適化検討ＷＧ」では、主要な４０機器について、実質的に１４ヶ月以内で定められている原子炉停止間隔を２
４ヶ月に延長することを仮定して、それぞれの構造・機能要求を踏まえ、以下の５つのパターンに分類して評価を実施した。

①現状耐久性有（十分な運転実績があり、劣化モードを考慮しても現状２年以上の構造耐久性を有するとするもの）

［検討結果］ ２年以上の点検間隔であるものについては、２年以上の耐久性を有するとの評価を行っている。

②定例試験代替（運転中の定例試験により停止時の機能検査の代替が可能と判断できるとするもの）

［検討結果］ 停止時の機能検査項目が運転中の定例試験の検査項目と同等のものについては、運転中に要求される機能を確認可能。

③運転中のモニタリング（運転中の状態監視により停止時の機能検査の代替が可能と判断できるとするもの）

［検討結果］ 要求される機能を運転中のモニタリングで確認できるものについては、その妥当性を評価。分解検査対象機器は、状態監
視保全により運転中に健全性確認が可能と評価。

④類似機器の運転実績（火力プラント等の類似機器の運転・点検実績により、点検間隔の変更（延長）の可能性を有するとするもの）

［検討結果］ 火力プラント・米国プラントの同種機器で２年以上の点検間隔のものについて、製造メーカ、構造、材料及び使用環境が同
等以上であれば、点検間隔が２年以上でも健全性を確保可能。

⑤データの収集・分析（運転保守データの分析・評価、実証試験成果から、点検間隔の変更（延長）可能性を有するとするもの）

［検討結果］過去の点検記録、トラブル情報及び劣化モードの評価等から、２年程度の点検間隔の変更可能性を提示。特に主要４機器
（原子炉格納容器、主蒸気逃がし安全弁、主蒸気隔離弁、安全保護系（BWRの場合）については、モデルプラントの実績データを用いて
詳細に評価。

プラント全体の停止間隔の在り方を検討するための今後の更なる検討すべき課題：
○上記５つのパターン毎に、より慎重に評価すべきである。また、これに加え、以下の３点が課題である。
①機器の劣化状況を正確に把握するために点検手入れ前データの蓄積を充実すること。
②保守管理における機器・系統ごとの管理目標を定めるとともに、経年劣化傾向と当該管理目標との関係 を定量的に評価
する手法を整備すること。更に、個々の経年劣化がプラント全体の安全性にどう影響するかリスク評価を行う手法を整備すること。
③上記のデータ蓄積及び評価方法の整備を充実させ、共有できる体制を整備すること。
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時
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子
炉
冷
却
に
係
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・機

器
の
性
能
維
持
及
び
信
頼
性
確
保

事
故
時
の
放
射
性
物
質
の
閉
じ
込
め
機
能
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非
常
用
電
源
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急
時
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業
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レ
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ー
に

発
生
）

不
適
合
発
生
時
の
処
置
（イ
レ
ギ
ュ
ラ
ー
に

発
生
）

分解検査等停止時
に確認する事項

運転中

停止中（保全プログラムに基づいた定期事業者検査の実施）

原子炉
起動操作

原子炉
停止操作

原子炉
起動準備燃料取替作業

事
業
者
の
活
動
に
よ
り
増
加
す
る
事
故
・ト
ラ
ブ

ル
リ
ス
ク
や
こ
れ
ら
の
発
生
時
の
影
響
の
う
ち
重

大
な
も
の
着
目
し
て
行
う
検
査
対
象
項
目

定
期
的
に
確
認
す
る
事

項
に
係
る
検
査
対
象
項

目

①品質保証計画の策定、実行

②運転員の確保及び育成

③原子炉運転

④原子炉停止

⑤燃料の貯蔵

⑥放射性廃棄物放出管理用計測器の管理

⑦放射線被ばく管理

事業者の①～⑩の活動について保安検査・保安調査で定期的に確認

⑧保守管理計画
⑨原子力防災計画及び訓練
⑩所員及び請負会社従業員への保安教
育

四半期程度毎

原子炉停止

高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系等
の待機除外によるリス
ク増加

原子炉水位変化に
よるリスク増加

海水系切替によ
るリスク増加

起動操作前

不適合等
によるリスク増加

－事業者の保安活動のリスク重要度等を踏まえた検査対象及び頻度の具体的検討－
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－根本原因分析の不備、及び根本原因分析に係るガイドライン等の作成の必要性－

① 人的過誤等の直接要因の評価に係るガイドライン
規制当局は、事故・故障等発生時に、事業者が人的過誤の直接原因分析を実施し、人的過誤低減の取り組みを適確に
実施していることを確認するため、分析・評価するためのガイドラインを整備する。
なお、人的過誤低減の取り組みは、これまで事業者が取り組んできた各 種手法等を考慮し、事業者の選択する手法に柔
軟に対応できるように考慮する。

② 根本原因分析（組織要因）の調査対象の選定に係る考え方及び事業者の根本原因分析実施内容を
規制当局が評価するガイドラインの整備
規制当局は、事故・故障等が発生した時に、直接原因分析で終結させるだけでなく、組織要因まで遡って根本原因を明ら
かにするために、調査対象を選定する考え方を整備し、事業者に体系的かつ恒久的処置を実施することを求める。規制当

局は、事業者の取り組みを評価するため、事業者の根本原因を分析・評価するためのガイドラインを整備する。

③ 事業者の安全文化・組織風土の劣化防止の取り組みを評価するガイドラインの整備
組織風土の劣化防止については、高経年化対策の一環として定期安全ﾚﾋﾞｭｰ（PSR）において事業者の実施内容を保安
検査で確認する取り組みが平成１８年１月より開始された。
このような取り組みに加え、事業者の日常保安活動の基礎となる品質保証活動をより一層確実なものとする取り組みを求
め、事業者の日常活動における安全文化・組織風土劣化防止の取り組みを規制当局が分析・評価するためのガイドライン
を整備する。

産学官が連携して検討会を開催し、各ガイドラインの詳細を検討する。
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事業者による不適合発生の直接的要因の分析

事業者による直接的要因の是正措置の実施
（同事故の再発を防止）

規制当局による不適合是正処置確認
（規制当局は、分析結果及びその是正プロセスを確認
（年間４００件程度（Ｈ１７年ベース））
規制当局の是正処置確認は、重要度の高いものを対
象におこなう

○事業者は、不適合是正処置確認結果を、次回以降の
保全プログラム、保安活動の計画等に反映

○規制当局はそれを審査 （ＰＤＣＡ実施）

＜根本原因分析の実施＞
○事業者が不適合事象の発生要素を細かく
分析し、同要素による他の事故の再発を未然
防止十分な時間をかけて人的要因、組織的
要因についても検討を行う）

○規制当局は、事業者の分析結果等に
ついて、プロセスも含め確認

根本原因分析を強化

不適合が発見された場合
安全に与える影響度により区分

特に重要な不適合事象
について、「根本原因分
析」を実施

必要

スクリーニング基準（案）
●法令報告対象事象
●保安規定違反事項
●不適合確認検査の結果を踏まえ必要と判断されるもの

・軽微な事象のうち共通的な背後要因があるもの
・同事象が増加傾向にあるもの

事業者の保安活動に対して適合確認を実施 Ａ

：規制当局
：事業者

○規制当局は不適合是正処置の実施結果のフォロー
を行う
特にマネジメントシステムの改善が必要なもの
について適切に実行され継続的な改善が行わ
れていることを確認する。

（ＰＤＣＡが充分廻っていることの確認）

『人的過誤分析ガイ
ドライン』（案）

『根本原因分析ガイドライン
（人的・組織的要因）』（案）

追跡調査のためのフリーアクセスが条件
（傾向分析結果等に基づく追跡調査を可能とする）

不要

根本原因分析の要否

不適合の根本原因への対応

「不適合確認検査の結果を踏まえ必要と
判断されるもの」のスクリーニングについ
ては、対象範囲の選定が難しいと考えら
れるため、傾向分析等に基づき、直接的
要因について規制側と事業者との間で
意見交換等による更なる調査を踏まえ、
決定する必要があるのではないか

－事業者の不適合を確認し事業者による改善活動の是正を促すプロセス－

Ａ

354313(1)20(5)10(2)計

562(1)13原電

0302(2)1(1)九州

33120四国

22110中国

121538(2)4(1)関西

00000北陸

11010中部

1010541東京

11100東北

1201(1)1北海道

計（SG
除く）

計200520042003

事故・故障報告件数

（ ）は蒸気発生器に係るもの

事故・トラブルに係る情報（例：東京電力）

約690件

不適合事象の種類

約7件

約3件

約1/3件

国へ報告対象以外で、
保安活動向上の観点か
ら事業者間等にて共有
すべき対象

ＮＵＣＩＡ登録情報以外の不適合情報

運営の透明性向上の観
点から事業者がプレス
発表等により公表してい
る情報

約700
件

法令に基づく国への報
告対象

ＮＵＣＩＡ
への登録
情報

発生頻度

件／（プラント・年）

※発生頻度件数は、2005年4月～2006年1月までの実数を年間に換算
※東京電力の１７プラント事故・トラブル総数から、１プラントあたりの平均件数を算出
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－プラント毎の総合評価の具体化に向けた考え方－

•規制当局による検査結果及び安全実績指標（ＰＩ）を科学的・合理的に組み合わせ、
プラント毎に評価を実施

•規制当局による検査結果の重要度を分析する安全重要度決定手法（ＳＤＰ）を導入

•プラント毎の評価結果に基づき、各プラントの弱点を補うべく、必要に応じて追加検査
を実施

•安全実績指標（ＰＩ）、安全重要度決定手法（ＳＤＰ）の詳細については、（独）原子力安
全基盤機構（ＪＮＥＳ）を中心に今後検討を実施し、その後、試行的に評価を実施

•追加検査の方向性については、試行結果を踏まえ今後検討
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訓練参加数

通報・通信システム信頼性

報告事象発生件数

報告事象発生件数

液体放射性廃棄物放出放射能量

１次冷却材漏えい率

冷却に必要な安全系の故障事例件数

熱除去喪失を伴う計画外自動停止回数

計画外出力変動回数

訓練回数

従業者個人線量（最大値、サイト平均値）

計画外利用損失率

強制損失率

水質管理

規制当局
が使用す
る安全実
績指標

発電所の
運用管理

工事費用

不適合件数

自己評価による改善

人材開発・育成

経費（運転・保守費用等）

企業責任

労務管理

事業者共
通（ＷＡＮ
Ｏ等）の
実績指標

企業経営（マネジメント）

（経営）

実績指標の分野

透明性指標

企業倫理の浸透

時間外時間数

人身事故率

化学指標

気体放出放射能量

原子炉冷却材中のよう素１３１濃度

冷却に必要な安全系の使用不能時間割合

計画外自動停止回数

ユニット利用可能率

安全文化指標

事業者が
使用する
実績指標

実績指標例

－安全実績指標（ＰＩ）例及び諸外国における安全実績指標の活用状況－

・指標の数：６

・ＷＡＮＯの指標をベース

・検査の所見と定性的な安全実績指標
により事業者の活動を評価、但し公表し
ていない。

・許認可要件遵守の指標を開発中

イギリス

・指標の数：１８（ＰＷＲ）、１９（ＢＷＲ）

・７つの安全分野を対象
・安全実績指標と基本検査の結果を踏
まえ評価
・評価に応じてプラント毎に規制を調整

アメリカ

・指標の数：２５

・４つの安全分野（起因事象、安全系
パフォーマンス、障壁、安全プロセス）
にて選定

・パイロット評価中

・補助的に規制に活用、但し公表はしな
い方針

ベルギー

・指標の数：１２

・米国とほぼ同様の指標を選定

・パイロット評価中

・米国と同様の活用、但し公表はしない
方針

スペイン

・指標の数：１００以上

・発電所の安全性と規制活動に分け、
４０以上の分野にわたり指標を選定

・施設の安全性と規制当局の活動に関
する指標を併用
・規制当局の審査と検査活動に反映

フィンラン
ド

・指標の数：１４

・事故の防止と緩和、放射線影響の緩
和、包括的な安全性について指標を
選定

・決定論的アプローチによる指標（異常
故障の防止、設計基準内事故の制御
等）を開発中

・確率論的アプローチによる指標も検討
中

・補助的に規制に活用、但し公表はしな
い方針

スウェ－
デン

安全実績指標の種類安全実績指標の活用国名
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－今後の進め方－

平成２０年度平成１９年度平成１８年度

検査の在り方検討会 （中間報告後も、進展状況の確認のために定期的に開催）

中間報告（基本方針）

保守管理規程の改正（ＪＥＡＣ4209）

保全プログラム、保全計画審査基準の設定

検査、総合評価ガイドラインの設定（含 リスク情報の活用）

新検査制度導入

検査制度の設計 より詳細な設計

マニュアル作成・整備

【検査制度の構築】

【保全プログラムの充実】

【人的過誤・組織要因及び安全文化の劣化等に係るガイドライン整備】

【安全実績指標、安全重要度評価手法の整備・導入（含 リスク情報の活用）】

ガイドライン作成、整備

・検討会の設置（産学官メンバー）
・安全実績指標の選定、判定基準
・安全重要度評価のスクリーニング基準
・簡略評価、詳細解析手法
・総合評価基準

ガイドライン作成、整備

・検討会の設置（産学官メンバー）
・直接要因の評価、改善
・根本原因分析対象の選定、分析方法
・組織要因、安全文化の劣化等

平成２０年度までに
基本整備完了

検査の詳細を設計
・新しい検査の検査項目・対象
・プラント毎の総合評価（含 リスク情報活用、ＰＩ 等）
・追加検査 等

高経年化対策検討委員会（高経年化対策の実施状況の検証、保全プログラムとの連動の具体的方策等）
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用語の整理 （１／２）

これまでの組織の歴史や活動、組織体を取り巻く外部環境、トップマネジメントの指導内容等の総合的な結果として組織体の中に形づくられた思考形態、行
動様式等であり、組織構成員が持つ共通の価値観となり、どのように行動すべきかを示す意識、認識、行動となって顕れるものである。「組織風土劣化防止
の取り組みの考え方と把握の視点（JNES-SS-0514-00）」、実用発電用原子炉施設における高経年化対策技術資料集、独立行政法人原子力安全基盤機構

組織風土

核燃料物質等又は原子炉による災害の防止を図るために、事業者が発電所における保安のために必要な措置（保安活動）定め、原子炉等規制法に基づき
国の認可を受けた規定

保安規定

特定電気工作物について、事業者が定期的に技術基準に適合していることを確認する検査定期事業者検査

点検・試験、補修、取替・改造の対象を定め、その計画を策定し、これを実施し、その結果を確認・評価し、必要に応じて是正処置を講じる活動保全活動

直接要因を未然に防止することができなかったマネジメントの要素を含む組織活動のまずさに係る要素の集合体である。組織要因

１０年毎に、事業者の保安活動の実施状況及び保安活動への最新技術的知見の反映状況を、事業者自身が評価すること定期安全レビュー

長い間使用している原子力発電所に対し、起こりうる劣化などの特徴を最新知見に基づき把握した上で、通常の保全活動に加えて新たな保全策を行うなど、
機能や性能を維持・回復するために必要な保守管理を実施すること

高経年化対策

規制当局（原子力安全・保安院、及び（独）原子力安全技術基盤機構）が、事業者の特定重要電気工作物について、定められた時期ごとに実施する検査定期検査

（独）原子力安全技術基盤機構が、事業者の行う定期事業者検査の実施体制を確認する審査定期安全管理審査

品質保証の実施に係る組織や保安活動の計画・実施・評価・改善に関する事項を定めたもの品質保証計画

組織風土、安全文化を形成する要素・特性が悪化し、事故、故障、又は不適合事象を誘発する要因となること
組織風土・安全文化の
劣化

人的過誤の原因となる要素の集合体で、人間の特性に係る要素だけの問題ではなく、職場の環境、作業の環境、作業の特性、管理の特性に係る要素を含む
人間を取り巻くすべての要素の集合体である

人的要因

要求された基準から逸脱した設計、製作、施工、運転、保守・管理等に関する人の行為人的過誤

保守管理を始め、運転管理、燃料管理、放射性廃棄物管理、放射性管理、緊急時の措置などを含めた原子力発電所の安全確保のために行う全ての活動保安活動

保全及びこれを実施するために必要な体制・教育の保守管理を行う活動保守管理活動

原子力安全・保安院が、事業者の保安規定の遵守の状況について定期的に確認する検査保安検査

原子力安全・保安院の行動規範のひとつ。安全確保を目標とする専門機関として現場を性格に把握し、十分な情報・データをもとに科学的知見に基づいた合
理的な判断を行うこと。（原子力安全・保安院「業務運営の基本方針」（２００２年６月）より）

科学的・合理的判断の
原則

用語の定義用語
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原子力発電所を構築する機器・系統毎の点検、補修・取替及び改造計画等を定めたもの保全計画

施設を構成する機器・系統等を対象として、発生する可能性がある事象（事故･故障）を網羅的･系統的に分析･評価し、それぞれの事象の発生確率（又は頻
度）と、万一それらが発生した場合の被害の大きさとを定量的に評価する方法

確率論的安全評価
（PSA）

すべてに優先して原子力施設等の安全問題が取り扱われ、その重要性にふさわしい注意が確実に払われるようになっている組織および個人の備えるべき特
性および態度が組み合わさったもの「IAEA INSAG-4の定義」

安全文化

保全計画に加え、対象機期の範囲の定め方、機器・系統毎の管理指標、点検、補修・取替、改造方法、是正処置の方法、データ取得・評価、記録保存の方法
について定めたもの

保全プログラム

機器の劣化、故障パターンの分析に基づいて、機器、系統に対し定められた時間計画に従って点検、補修を行う保全方法時間計画保全

機器・系統の使用中の状態を監視し、科学的知見を踏まえて劣化の進展状況、寿命の予測等を行い、適切な時期に点検、補修等を行う保全方法状態監視保全

原子力発電施設の系統・機器の機能確認のため、保安規定に基づき、又は電力自主として定期的に実施する試験。定例試験

事故・故障、又は、不適合の発生に結びついた機器の破損、あるいは人的過誤や意図的な違反を引き起こす直接の原因となる要素。機器の欠陥、人の知識・
能力の不足、不適切な作業手順・設備・職場慣習等が含まれる

直接要因

不適合に対する直接原因分析、及び根本原因分析結果、及びこれらの結果を踏まえ、事業者が行う是正処置のこと不適合是正

直接要因の分析に加えて、組織要因を分析し、問題の系統的かつ最終的な解決策を見つけ出すこと根本原因分析

検査指摘事項の安全重要度を決定するための手法。前項の安全実績指標とあいまって事業者の保安活動を評価する安全重要度決定手法

プラント毎の安全実績指標、保安検査等の結果、及び安全重要度決定手法による保安検査結果等の重要度整理に基づき、プラント毎の安全確保の水準を総
括的に評価すること

プラント毎の総合評価

各保安活動分野における事業者の保安活動の結果を定量的に表す指標。検査結果とあわせて、事業者の保安活動の評価に向けた情報を提供する安全実績指標

国際放射線防護委員会（ICRP）が１９７７年勧告で示した放射線防護の基本的考え方を示す概念であり、“as low as reasonably achievable”の略語である。放
射線防護の最適化として「すべての被ばくは社会的要因及び経済的要因を考慮に入れながら合理的に達成可能な限り低く抑えるべきである」という基本精神
に則り被ばく線量を制限することを意味する。ここで「社会的要因を考慮する」とは、対策やリスクが社会から受容されるものであるかを考慮することである。
（「原子力発電所の安全規制における「リスク情報」活用の基本ガイドライン（試行版）」（平成１８年４月）より）

ALARA

確率論的安全評価（PSA）から得られる原子力施設のリスクの程度についての定量的な情報、系統・機器等のリスクへの寄与に関する情報、それらの不確実
さに関する情報等、PSAの途中経過から得られる情報等の総称

リスク情報

安全確保に重大な影響を与える事業者の安全確保上重要な行為について、発電所の運転中や停止中にかかわらず、事業者の実施段階で確認する検査
安全確保上重要な行為
に着目した検査

用語の定義用語

用語の整理 （２／２）
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